
  事 務 連 絡 

令和５年３月 29 日  

各都道府県教育委員会担当課 

各指定都市教育委員会担当課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課 

附属学校を置く各国公立大学法人担当課 

小中高等学校を設置する学校設置会社を  

所轄する構造改革特別区域法第 12 条第 

１項の認定を受けた各地方公共団体担当課 

文部科学省総合教育政策局地域学習推進課 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

こどもを守る地域ネットワークとしての要保護児童対策地域協議会の取 

組に係る周知・協力について（周知） 

「旧統一教会」問題関係省庁連絡会議において、いわゆる宗教２世・３世対策

として「こども・若者の救済」に関する施策の実施を進める中で、児童福祉法（昭

和 22 年法律第 164 号）に基づき、こどもを守る地域ネットワークとして各市区

町村が設置している要保護児童対策地域協議会を活用し、地域における連携を強

化しながら、関係機関等がいわゆる宗教２世・３世の児童生徒に係る虐待等への

対応を行うこととしているところです。 

このたび、こうした地域における連携の強化の一環として、地域社会全体で子

供を見守り、必要に応じ、積極的に支援することが重要であることから、法務省

から総務省に対し、上記ネットワークや児童虐待に係る啓発資料について、自治

会・町内会等に対して情報を提供する旨の依頼があり、別添のとおり総務省から

周知がなされております。 

つきましては、本内容について、都道府県・指定都市教育委員会にあっては所

管の学校及び地域の市区町村教育委員会に対して、都道府県私立学校主管課にあ

っては所轄の私立学校に対して、国公立大学法人にあっては設置する附属学校に

対して、株式会社立学校を認定した地方公共団体にあっては認可した学校に対し

て、周知をお願いします。 

（本件担当） 

文部科学省総合教育政策局地域学習推進課 

家庭教育支援室 家庭教育企画係 

ＴＥＬ   ０３－５２５３－４１１１（内線２９７３） 

メール katei@mext.go.jp 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

生徒指導室 生徒指導第一係 

ＴＥＬ   ０３－５２５３－４１１１（内線３２９９） 

メール s-sidou1@mext.go.jp



事 務 連 絡 

令和５年３月24日 

各都道府県市区町村担当課  

各指定都市地域コミュニティ担当課 

総務省自治行政局市町村課 

こどもを守る地域ネットワークとしての要保護児童対策地域協議会の取組に

係る自治会・町内会等に対する周知・協力について（依頼） 

 平素より、コミュニティ振興に当たって、多大なる御尽力を賜り誠にありが

とうございます。 

さて、標記の件について、法務省より別添のとおり依頼がありました。 

 つきましては、各市区町村におかれては、貴市区町村内の自治会・町内会等

に対し、別紙１、別紙２の内容について、広く周知いただくとともに、必要に

応じた協力が得られるよう、地域の実情を踏まえ、特段の御配意をお願いいた

します。 

なお、各都道府県市区町村担当課におかれては、貴都道府県内の市区町村の

地域コミュニティ担当課に、周知いただくようお願いします。 

【担当】 
総務省自治行政局市町村課 
山田係長、笹谷主査 
TEL:03-5253-5516 
E-mail:shichousonka01@soumu.go.jp

御中 

別 添
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法務省権調第４２号

令和５年３月２３日

総務省自治行政局市町村課長 殿

法 務 省 人 権 擁 護 局 調 査 救 済 課 長

（「旧統一教会」問題関係省庁連絡会議事務局担当）

（ 公 印 省 略 ）

こどもを守る地域ネットワークとしての要保護児童対策地域協議会の取

組に係る周知・協力について（依頼）

昨年１１月１０日に開催された「旧統一教会」問題関係省庁連絡会議におい

て、それまでの相談状況等を踏まえ、被害者の救済に向けた総合的な相談体制

の充実強化のための方策について申合せが行われ、いわゆる宗教２世・３世対

策として「こども・若者の救済」に関する施策を実施していくこととなりまし

た。

その具体の一つとして、同会議では、別紙１のとおり、児童福祉法（昭和２

２年法律第１６４号）に基づきこどもを守る地域ネットワークとして各市区町

村が設置している要保護児童対策地域協議会を活用し、関係機関等がいわゆる

宗教２世・３世（児童）に係る虐待、生活困窮等の事例を発見した場合には、

必要に応じ、要保護児童対策調整機関に対し、個別ケース検討会議の開催を要

請し、同会議でこどもへの支援内容を協議するなど地域における連携を強化す

ることが確認され、関係省庁から関係機関等に対し、協力要請を行うこととし

たところです。

こどもは、自ら声を上げることが困難であることを踏まえると、地域社会全

体でこどもを見守り、必要に応じ、積極的に支援することが重要です。

こうしたことを踏まえ、平素から住民相互の連絡、環境の整備等、良好な地

域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行っている自治会・町内会

等に対し、前記ネットワーク等についての情報を提供することが効果的である

と考えられます。

ついては、地方公共団体の担当部局を通じ、自治会・町内会等に対し、別紙
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１の取組及び別紙２の児童虐待への対応のポイントが記載されたリーフレット

を周知いただき、宗教２世・３世を含む地域のこどもが問題を抱えているよう

な場合には、必要に応じ、市区町村の児童福祉部門又は児童相談所へ連絡いた

だくなどの協力が得られるよう、特段の御配意をお願いします。

【連絡先】法務省人権擁護局 石井

同局 調査救済課 佐藤

電話番号：０３－３５８０－４１１１

（内線：６８９９・５７０６）



「旧統ー教会」問題・被害者の救済に向けた総合的な相談体制の充実強化のための方策（こども・若者の救済）
令和 5 年 2月

「旧統ー教会」問題関係省庁連絡会議

| こどもを守る地域ネットワ ーク（要保護児童対策地域協議会）の活用 I 

【要保護児童対策地域協議会】
· 1,738市町村（全市町村の99.8%）に設置済み。 要保護児童等の支援に関する情報の交換や支援内容の協議を実施。

・ 要保護児童等に対する支援の実施状況の把握や関係機関等の連絡調整を行う「要保護児童対策調整機関」を設置。
• 関係機関等に守秘義務が設けられており、 個別ケース検討会議を積極的に開催。
• 関係機関等は、 協議会からの資料又は情報の提供等必要な協力の求めがあった場合には、 これに応ずる努力義務。

精神保健福祉センタ ー

や医療機関

支援に関連する機関・団体によるネットワ ー クの構築

生活困窮者自立相談支援機関

等福祉関係機関
市町村 学校 ・ 教育委員会

スク ールソ ー シャルワ ー カ ー等を活用した協働

警一

弁護士会

法務少年支援

※要保護児童等やその親 I センタ ー

の状況に応じ、 自治会・
町内会、 ハロ ー ワ ー ク等
就労支援機関とも連携

1 要保護児童対策調整機関 ： 

： （市町村児童福祉担当部局等） ！ 
L-------------------------------

民生 ・ 児童委員

児童相談所
民間団体 保育所・幼稚園

法務局

人権擁護委員

障害児施設等

児菫館

【取組内容】

①支援に関連する機関 ・ 団体は、可能な範囲で、各市町村設置協議会に参加

②関係機関等は、要保護児童等に関する事例について、必要に応じ、要保護児童対策調整機関に対し、個別ケー

ス検討会議の開催を要請。同会議において支援内容を協議、実施及び進行管理。
③宗教の信仰等に関係する児童虐待等への対応に関するQ&Aをこの枠組みでも周知し、寄り添った支援を実施。
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